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なります。介護や福祉など多様な
サービスと連携し、ネットワークを
組まなければ生き残ることができま
せん。患者の高齢化が進むほど、病
院もこうしたサービスにシフトする
ことになります。
　病院のニーズ自体の減少が見込ま
れる中で、地域のネットワークをど
う構築していくかが今後、医療現場
では課題になります。地域包括ケア
への方向性が示されていますが、医
療や介護サービスは、必然的なモデ
ル転換を迫られているのではないで
しょうか。
　病院が転換期にある中で、地域医
療連携推進法人は、転換をサポート
するツールだと考えていただければ
と思います。法人の設立により、病
院の機能集約や機能分化、連携が促
進されることが期待できます。さら
には、人材育成やＩＴ投資などで共
通の基盤を構築できます。
　製薬業界にどういう影響があるの
か。それぞれの企業が適宜自分で考
えていただきたいと思います。
　ただ、病院が医療サービスのすべ
てを握る時代ではなくなるというこ
とは理解していただければと思いま
す。

進む病院再編「賽は投げられた」
宮田　これまで製薬企業はＭＲを急

製薬企業はもっと危機感をもて！
新薬メーカーは新薬創出とグローバル化が生き延びる道
　地域医療構想の策定、地域医療連携推進法人の設立、日本医療研究開発機構（AMED）の発足――。2015年は、
医療提供体制や開発など、製薬企業を取り巻く環境は大きな変化を迎える一年となりそうだ。一方で、内資系製薬
企業の多くが依然として長期収載品に収益を頼る構造を脱却できていない。グローバル化も大きな課題だ。内資系
製薬企業も新薬創出に力を入れ、真の意味でのグローバル化を遂げなければ生き延びることができない時代に入っ
た。“危機的”との見方もある変化の波を製薬企業は、いかに乗り切るべきか。厚生労働省大臣官房審議官（医療
保険担当）武田俊彦氏、日本医療政策機構エグゼクティブディレクターの宮田俊男氏に、今国会で医療法改正法案
が提出された地域医療連携推進法人が臨床現場に与えるインパクト、製薬企業の新薬開発やグローバル化など幅広
いテーマで、医薬品産業について語っていただいた。（望月 英梨）
（対談は４月14日、東京都内で実施しました）

「病院が医療サービスのすべて
を握る時代は終わった」
宮田　製薬業界も危機的な状況です
が、病院も再編が進もうとしていま
す。地域包括ケアを進める中で、昨
年、医療法、介護法の同時改正があ
りました。医療法改正により、病床
機能報告制度もスタートしました。
今国会には、地域医療構想や地域医
療連携推進法人の設立を盛り込んだ
医療法改正案も提出され、議論が進
んでいます。
　これまで製薬企業は、約36万6000
床ある７対１入院基本料を取得する
急性期病床をターゲットに、ＭＲを
多数配置してプロモーションを展開
してきました。しかし、急性期病院
もこれから再編が進みます。新設さ
れた高度急性期病床のカテゴリー
は、半数の18万床に目標が設定され
ています。こうした中で、製薬産業
がどう変わっていくか。
　特に、地域医療連携推進法人の設
立は、医薬品ビジネスに変革をもた
らすだろうと思います。まず、地域
医療連携推進法人の構想について、
武田審議官から教えていただければ
と思います。
武田　医療提供体制の話は、製薬業
界とは別の世界の話として受け止め
られることが多いですが、決して他
人事ではないと思います。
　まず、地域医療連携推進法人が、
そもそもなぜ必要になるのか、考え
る必要があります。いま、病院ビジ
ネスは転換期にあります。世界の潮
流でもありますが、日本でもこれま
での入院中心の医療から外来へとシ
フトが進んでいます。
　入院中心の医療では、病院内にす
べてのサービスが揃っていました。
しかし、外来にシフトすることで、
病院だけではサービスが完結しなく
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性期病院に重点的に配置すること
で、自社製品の売上を確保してきま
した。地域包括ケアシステムが構築
される中で、製薬企業のターゲット
は、中小病院や開業医へと変化して
きています。それに伴い、マーケティ
ングも絨毯爆撃的とも言えるような
手法にシフトしてきています。
　一方、医療現場では地域医療連携
推進法人の設立で、複数の病院で、
経営の方向が統一されることになり
ます。製薬企業もこれまでのプロ
モーションを見直し、戦略的に地域
のニーズを拾っていくことも重要だ
と思います。
武田　ＭＲ活動の観点から言えば、
地域包括ケアの構築や地域医療連携
推進法人の設立で２点注目すべきポ
イントがあると思います。
　一点目は、病院側が医薬品の共同
購入にシフトする可能性があること
です。共同購入は、医薬品をまとめ
て買うというのではなく、品目選定
とセットで価格交渉することになり
ます。これまで個々の医師、病院単
位で行われていた品目設定が、地域
医療連携推進法人で決定されるよう
になる可能性があります。そうした
中で、病院をターゲットとした絨毯
爆撃的なマーケティング手法が将来
通用するのか。よく考えた方がいい
のではないかと思います。

特別対談　医薬品産業の明日を語る 前編
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武田　今はその職にないので直接コ
メントするのがよいかはあります
が、経済課長時代の2007年に新医薬
品産業ビジョンをまとめ、日本の製
薬企業の将来の姿を明示しました。
　私の目から見て、その通りに取り
組みが進んだ面もあれば、そうでな
い面もあります。ただ、特にここ数
年は、ポジティブな面よりもネガ
ティブな面が目について仕方があり
ません。
　日本医学会総会（４月11 ～ 13日、
国立京都国際会館）で、日本医学会
の髙久史麿会長が、悪性腫瘍治療薬・
抗PD-1抗体を例にお話されていま
した。日本で発見された新薬のシー
ズを内資系製薬企業が生かし切れ
ず、結果として日本の周辺地域を除
いた海外における開発、販売を外資
系企業に委ねる現状に苦言を呈して
いらっしゃった。これを日本の製薬
産業界がどう受け止めているかが、
まったく伝わってこない。
　昨日（４月13日）、３回目となる「革
新的医薬品・医療機器創出のための
官民対話」が開かれましたが、本来
は官と民に加え、AMEDなどが加
わることも必要だと思います。どこ
に重点を置き、資源を集中投下する
のか、本質的な話をした方がよいと
思います。
　最近では、「官民対話は陳情の場
だ」と言う人もいて、非常に心外で
す。製薬業界からは、あまり改革を
しなくても生きていけるという雰囲
気も感じます。官と民、製薬企業が
何をすべきか、高い緊張感に立って
考えるべきだと思います。
　AMEDも発足し、審査期間も世
界に遜色ない水準まで短縮化しまし
た。少し厳しい言い方かもしれませ
んが、製薬業界は、誰がきちんと宿
題をやっていないのか、問われても

　二点目は、入院から外来へとシフ
トする中で、病院の勤務医だけでな
く、診療所の医師への情報提供を、
ということになるかと思います。し
かし、絨毯爆撃的なプロモーション
はむしろ勤務医以上に嫌う傾向があ
るように見えます。特に若手医師か
らは、医薬品卸のＭＳの方が公平に
医薬品の比較をしてくれて中立的
で、ありがたいという声も出てきて
います。
　こうした中で、製薬企業がどうす
べきか。これまでの成功体験のある
上司に頼るのではなく、新たなＭＲ
スタイルを考えないといけないので
はないでしょうか。
宮田　地域医療連携推進法人は、か
なりインパクトがあると思います。
　米国でもホールディングカンパ
ニー型法人と言える経営形態はすで
にありますね。ピッツバーク大学病
院は、もともと大学に付属する形で
したが、病院が独立して付属病院を
含む３病院で経営統合をし、さらに
はクリニックも含めて包括的な提携
が行われていきました。大学は研究
開発に注力し、そこで開発された医
薬品がホールディング内に浸透して
います。世界中から患者も集めます。
ある意味では、地域医療連携推進法
人のグローバルバージョンのような

形態です。
　日本でこうした地域医療連携推進
法人が設立されることで、再編が加
速度的に進みます。ナショナルセン
ター、国立病院機構も含めた、公立
病院、民間病院も生き残りがかかっ
ていると思います。まさに“賽は投
げられた”という状況だと思います。
武田　皆がそうした危機感を持って
いるかどうか、非常に心配なところ
ですね。

新薬のシーズを活かしきれない
内資系製薬企業
宮田　製薬産業を取り巻く変化は、
日本医療研究開発機構（AMED）
の発足など、研究開発にも押し寄せ
てきています。日本では、大学など
アカデミア側に多くの基礎研究の
シーズがあるにもかかわらず、内資
系製薬企業が生かし切れていないの
ではないか、ということも議論に
なっています。オープンイノベー
ションにも課題があります。
　こうした中で、製薬企業がいかに
生き残っていくか。武田審議官は、
かつて医政局経済課長もされていま
したが、製薬産業と、地域の医療の
質を上げていくという両方の観点か
ら製薬産業にアドバイスをいただけ
ますか？

仕方がないのではないでしょうか。
宮田　医学会総会で、色々なステー
クホルダーの方々の講演や質疑応答
を聞かせていただきましたが、皆描
いているイメージがバラバラな印象
を受けました。
　産業としての危機感やどう国際的
な競争力をもたせるのか、パブリッ
クヘルスの向上など大きな視点で、
皆で理念を共有していくことが必要
だと思います。官民対話も本来は陳
情の場ではなく、目的や理念を合わ
せていく場なのだと思います。

内資系製薬企業は危機感をもっ
て今こそグローバルに目を
武田　2007年に、「革新的創薬のた
めの官民対話」をスタートさせた時
の構成員は、製薬業界側と行政側の
トップだけでなく、大学やナショナ
ルセンターなど実際に臨床研究の中
核を担うアカデミア側も加わってい
ました。
　対話の場を通じ、産官学が共通認
識をもつことが重要だと思います。
製薬企業がグローバルに目を向け、
活動する一方で、行政は国内を見て
います。そういった視点を定期会合
で揃えていくということも官民対話
の重要な機能だと思います。
　ただ、内資系製薬企業がきちんと
国外に目を向けているかは、心配に
なるところです。グローバル化が迫
られる中で、製薬企業トップの責任
は重くなります。トップが国際化に
どれだけ熱心かも影響してきます。
日本を代表する製薬企業であっても、
トップ自らが国外に目を向けている
という会社ばかりではありません。
　個別の企業の名前を出すのはよく
ないかもしれませんが、武田薬品が
グローバルの視点をもつ社長を迎え
たことは、企業としての本気度を感

じるし、正しい判断だと思います。
一方で、「こうした動きが自社に波
及しなければいい」と対岸の火事の
ように話題にしているのも耳にしま
す。こうしたことが話題になること
自体、この業界の後進性を反映して
いるように思いますし、揶揄するだ
けだとすればその企業にグローバル
化する資格はないと思います。

迫られるビジネスモデル転換
内資系企業も新薬シフトを
宮田　先ほど、地域医療連携推進法
人の設立で、共同購入が進むのでは
ないかというお話もありましたが、
そうすると後発医薬品の浸透もさら
に進みますね。長期収載品に依存す
る内資系製薬企業の多くは、強制的
にビジネスモデルの転換を促される
ことになるのではないでしょうか。
　企業のトップが危機感をもって、
グローバリゼーションに取り組んで
いかないと、内資系製薬企業も生き
残れない。武田薬品も含めて内資系
製薬企業には頑張ってほしいと思い
ます。
武田　宮田さんは、業界を非常によ
く見られていると思います。それは、
製薬業界だけではなく、医学全体を
見ていたり、他の国をみていたりす
るからわかることですよね。そうい

う議論が業界内でどこまでされてい
るのか不安が残ります。
　新医薬品産業ビジョンのコンセプ
トは、後発品の拡大による適正化と
イノベーションの評価の両立でし
た。「特許切れ後は後発医薬品への
速やかな移行により急速に市場を失
うことも多いため、継続的に新薬を
生み続けなければ企業としての持続
的な発展ができない」としています。
企業戦略ともかかわるので、一定の
時間軸の中で、同時に考えていこう
という考えでした。ただ、新薬メー
カーは、新薬の売上が大半を占める
ようでなければ生き残れません。
　産業ビジョン策定から約９年が経
過し、後発品も伸長しましたし、ド
ラッグ・ラグの解消も進んできまし
た。
　一方で、内資系製薬企業は逆に長
期収載品の割合が増加してきていま
す。ブロックバスターのような大型
製品の特許切れの影響もあるので、
一概に企業戦略として後退したと言
うつもりはありません。
　しかし、個々の企業だけでなく医
療業界全体で進む方向が示されてい
る中で、製薬企業だけがうまく転換
を図れていないということではない
でしょうか。もっと頑張って欲しい
と思います。
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薬剤師はもっと
リーダーシップ発揮を！
宮田　医薬分業が取り上げられた規
制改革会議で、日本在宅薬学会の狭
間研至理事長が在宅医療において薬
剤師が医師と連携することで、無駄
な投薬を減らすことができるとお話
されていました。その通りだと思う
のですが、狭間先生自身はもともと
外科医で、薬剤師自身が本来はもっ
と前面に出るべきではないか、と感
じました。
　薬剤師がもっとリーダーシップを
発揮しなければいけないと思いま
す。世界的には、薬局、薬剤師は最
も現場に近い存在です。リアルデー
タを迅速に製薬企業にフィードバッ
クして、薬の使い方も改善させてい
ます。
　日本では、医薬分業が推進された
結果、病院の周囲に門前薬局が乱立
しました。国民皆保険制度の中で甘
い汁を吸っているのではないかとい
う批判も当然ながらあります。その

“かかりつけ薬剤師”として
地域に貢献を
多剤併用を防げ！セルフメディケーション含め患者をトータルで管理
　調剤薬局のあり方、薬剤師の職能が問われている。政府の規制改革会議も、医薬分業や、院内調剤薬局の規制緩
和に向けた議論を進める。医薬分業の中で、処方箋獲得競争が起き、調剤薬局の乱立が進んだことも指摘される中で、
薬局は大きな岐路に立たされていると言える。医療現場に目を向ければ、高齢化が進展する中で、複数の疾患を抱え、
多剤併用（ポリファーマシー）となっている患者も少なくない。こうした中で、薬剤師は薬学的知見から、患者ひ
とりひとりの服薬管理を行うことが求められている。残薬管理やセルフメディケーションなど薬について普段から
気軽に相談できる“かかりつけ薬局”、“かかりつけ薬剤師”こそが、生き残る道と言えそうだ。今回は、厚生労働
省　大臣官房審議官（医療保険担当）　武田俊彦氏、日本医療政策機構　エグゼクティブディレクター　宮田俊男
氏に、今後の薬局の姿や、来年４月に改定が予定される診療報酬の方向性などについてお話いただいた。（望月 英梨）

宮田　規制改革会議で医薬分業が取
り上げられるなど、調剤薬局、薬剤
師の役割をめぐる議論が活発化して
います。高齢の患者が増加し、複数
の疾患を抱え、多剤併用（ポリファー
マシー）も指摘されています。薬局
薬剤師の担うべき役割についてはど
うお考えでしょうか。
武田　私自身は、調剤薬局、薬剤師
のあり方について早い時期から警鐘
を鳴らしてきたつもりです。それに
対する現場、業界側の反論が今に至
るまで非常に弱いことが気になって
います。調剤技術料は２兆円規模に
なろうとしていますが、その財源を
患者さんの健康や、国民の医療福祉
のために役立てることができている
のか。さらには、将来を見据え、ど
こに投資し、伸ばしていこうと考え
ているのか。
　調剤薬局の収益構造は、処方箋枚
数に応じて一定の収入が得られ、店
舗数が拡大するほど増大します。そ
のため、医療の目指す方向とは異な
る方向で発展してしまい、非常に残
念に感じています。
　医療法人は、内部留保は医療の再
投資にのみ用いるというコンセプト
から配当禁止になっていますが、薬
局が仮に再投資せずに収益をそのま
ま配当に使うのであれば、差が目立
ちすぎると感じます。薬歴未記載、
管理の不十分が問題となり、薬歴の
自動記録システムを導入しようとい
う動きがありますが、なぜもっと早
く行動しないのか。薬局ではなく、 
“薬剤師が問われている”という意
識がなければ、良い方向には進まな
いのではないかと思います。「厳し
いことばかり言って」と言われてし
まいそうですが、応援団でもあり、
頑張ってほしいと思っています。

宮田 俊男 氏
日本医療政策機構
エグゼクティブディレクター
内閣官房健康・医療戦略室  戦略推進補佐官

武田 俊彦 氏
厚生労働省
大臣官房審議官（医療保険担当）

写真：坂本 文明

中で、薬剤師がかかりつけ医ととも
に、地域医療の質を向上させるとい
う気概が必要なのではないかと思い
ます。
　欧米では、抗アレルギー薬や高脂
血症治療薬などもOTCで販売され
ています。OTCの拡大は薬局薬剤
師の地域への貢献にもつながりま
す。しかし、調剤薬局が熱心かと思
えば必ずしもそうでもない。いま、
生き残りがかかっているにもかかわ
らず、なぜ薬局にここまで危機感が
ないのでしょうか。
武田　業界環境が危機感を持つレベ
ルではないということですね。端的
に言えば、収益が上がっているので、
何かを変えなければ大変なことにな
るということをあまり考えていない
のではないかと思うのです。薬局が
危機感をもって自分達の生き残りを
考えるためには、厳しい経営環境に
ならないとダメではないかと考える
こともあります。
　さらに言えば、国民の健康的な社

特別対談　医薬品産業の明日を語る 中編
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　調剤薬局のあり方、薬剤師の職能が問われている。政府の規制改革会議も、医薬分業や、院内調剤薬局の規制緩
和に向けた議論を進める。医薬分業の中で、処方箋獲得競争が起き、調剤薬局の乱立が進んだことも指摘される中で、
薬局は大きな岐路に立たされていると言える。医療現場に目を向ければ、高齢化が進展する中で、複数の疾患を抱え、
多剤併用（ポリファーマシー）となっている患者も少なくない。こうした中で、薬剤師は薬学的知見から、患者ひ
とりひとりの服薬管理を行うことが求められている。残薬管理やセルフメディケーションなど薬について普段から
気軽に相談できる“かかりつけ薬局”、“かかりつけ薬剤師”こそが、生き残る道と言えそうだ。今回は、厚生労働
省　大臣官房審議官（医療保険担当）　武田俊彦氏、日本医療政策機構　エグゼクティブディレクター　宮田俊男
氏に、今後の薬局の姿や、来年４月に改定が予定される診療報酬の方向性などについてお話いただいた。（望月 英梨）

宮田　規制改革会議で医薬分業が取
り上げられるなど、調剤薬局、薬剤
師の役割をめぐる議論が活発化して
います。高齢の患者が増加し、複数
の疾患を抱え、多剤併用（ポリファー
マシー）も指摘されています。薬局
薬剤師の担うべき役割についてはど
うお考えでしょうか。
武田　私自身は、調剤薬局、薬剤師
のあり方について早い時期から警鐘
を鳴らしてきたつもりです。それに
対する現場、業界側の反論が今に至
るまで非常に弱いことが気になって
います。調剤技術料は２兆円規模に
なろうとしていますが、その財源を
患者さんの健康や、国民の医療福祉
のために役立てることができている
のか。さらには、将来を見据え、ど
こに投資し、伸ばしていこうと考え
ているのか。
　調剤薬局の収益構造は、処方箋枚
数に応じて一定の収入が得られ、店
舗数が拡大するほど増大します。そ
のため、医療の目指す方向とは異な
る方向で発展してしまい、非常に残
念に感じています。
　医療法人は、内部留保は医療の再
投資にのみ用いるというコンセプト
から配当禁止になっていますが、薬
局が仮に再投資せずに収益をそのま
ま配当に使うのであれば、差が目立
ちすぎると感じます。薬歴未記載、
管理の不十分が問題となり、薬歴の
自動記録システムを導入しようとい
う動きがありますが、なぜもっと早
く行動しないのか。薬局ではなく、 
“薬剤師が問われている”という意
識がなければ、良い方向には進まな
いのではないかと思います。「厳し
いことばかり言って」と言われてし
まいそうですが、応援団でもあり、
頑張ってほしいと思っています。

宮田 俊男 氏
日本医療政策機構
エグゼクティブディレクター
内閣官房健康・医療戦略室  戦略推進補佐官

武田 俊彦 氏
厚生労働省
大臣官房審議官（医療保険担当）

写真：坂本 文明

中で、薬剤師がかかりつけ医ととも
に、地域医療の質を向上させるとい
う気概が必要なのではないかと思い
ます。
　欧米では、抗アレルギー薬や高脂
血症治療薬などもOTCで販売され
ています。OTCの拡大は薬局薬剤
師の地域への貢献にもつながりま
す。しかし、調剤薬局が熱心かと思
えば必ずしもそうでもない。いま、
生き残りがかかっているにもかかわ
らず、なぜ薬局にここまで危機感が
ないのでしょうか。
武田　業界環境が危機感を持つレベ
ルではないということですね。端的
に言えば、収益が上がっているので、
何かを変えなければ大変なことにな
るということをあまり考えていない
のではないかと思うのです。薬局が
危機感をもって自分達の生き残りを
考えるためには、厳しい経営環境に
ならないとダメではないかと考える
こともあります。
　さらに言えば、国民の健康的な社

特別対談　医薬品産業の明日を語る 中編



8 Monthly ミクス Congress eX-press 2015年8月号

　フレイルは、加齢にともない、身体、精神心理、社会
性の３面から虚弱が進むという概念だ。独居や閉じこも
り、貧困などの社会的問題や認知機能障害、抑うつなど
の精神心理的問題から、食欲低下が起き、その結果、低
栄養、体重減少、さらにはサルコペニア（＝骨格筋量の
低下）を引き起こすというサイクルで進行する。
　寝たきり、介護の要因としても大きな比率を占める。
フレイルが介護要因となる割合は、75～ 79歳で7.5％、
80 ～ 84歳で12％、85 ～ 89歳で24.9％、90歳以上で
43.6％と、加齢に伴って増加傾向をたどる。転倒リスク
も高まり、医療費が増大するとのデータもある。
　一方で、運動と栄養を組み合わせた対策を実施するこ
とで、筋力の増加が期待できる。これにより、予防効果
が得られるとのデータも出始めた。
　病院、診療所、薬局などで実施される栄養指導、運動
指導がフレイル予防につながることも注目されるところ
だ。
　
日医・横倉会長「フレイル予防を国民運動に」
　第17回日本在宅医学会もりおか大会（４月25、26日、
マリオス盛岡地域交流センター）で25日に開かれたシン
ポジウムでも、フレイルが議論となった。
　日本医師会の横倉義武会長は、寝たきりの原因として、

脳卒中だけでなく、骨折や関節疾患、サルコペニアなど、
整形外科領域の疾患が増加してきていると説明。かかり
つけ医をもつ患者の検診受診率などが高いことから、か
かりつけ医を浸透させることの重要性を強調した。その
上で、「フレイル予防活動は国民活動にしていかないと
いけない」と述べ、日本医師会としても積極的に取り組
む姿勢をみせた。
　厚労省の武田俊彦大臣官房審議官は、介護保険事業に
おいて現場で簡単なアセスメントでフレイルをスクリー
ニングできるとの見解を示した。その上で、フレイルだ
と診断された高齢者に対しては、「栄養を含めてサポー
トしないといけない。介護だけでも医療だけでもなく、
医療と介護一体になってやる」ことが重要との考えを表
明。「日本全体が健康寿命を守る、フレイルを予防する
という方向に舵を切るためには、政策的にもメッセージ
を出す必要がある。行政と医師会で手を組む必要がある
のではないか」と述べた。

ないと思う時もあります。“分業”
という言葉は、処方と調剤を分ける
という意味ですから、やや対立概念
に聞こえます。地域包括ケアの概念
の中では、医師と薬剤師が一緒に医
学管理、薬学管理をしていこうとな
ります。薬剤師がどういう形で医師
とともに、医療への貢献を実現でき
るのか。それが地域包括ケアの発想
だと思います。

次期調剤報酬改定　
“処方箋１枚”から
“患者１人”への転換も
宮田　医薬分業というよりも、医薬
共同作業というべきですね。2016年
４月には、次期診療報酬改定も予定
されています。地域医療連携推進法
人の新設など、病院サイドが地域包
括ケアに舵を切る中で、診療報酬も
地域包括ケアを推進するものになる
のでしょうか。
武田　現時点で次期改定について
はっきりしたことは言えませんが、
社会保障・税の一体改革で実現しよ
うとしている医療の姿に向かって行
われる改定となります。柱となるの
は、地域包括ケアの推進とともに、
急性期の重点化、充実化を図ること
です。
　地域包括ケアは、かかりつけ医の
評価や地域包括ケア病棟などに代表
されますが、地域で患者をトータル
で診ていくことができる医療提供体
制を整えることを目指しています。
　入院基本料や外来機能分化、訪問
診療などの論点はありますが、地域
包括ケアの概念の中で、それぞれの
役割をどう位置付けるか議論すべき
だと考えています。
宮田　薬の観点から言えば、高齢者
などでポリファーマシーが起きてい
ることが課題となっています。処方

されたにもかかわらず、適切に服用
されていない、いわゆる“残薬問題”
も指摘されています。年間総額の薬
剤費は500億円とも言われています。
一方で、薬剤師が在宅医療において
残薬を確認し、医師に疑義照会を行
うことで、推計400億円の医療費削
減効果があるとされています。
武田　重複投与などにより、一部で
は副作用も報告されており、患者さ
んにとっても医療保険にとっても、
財政にとってもやさしい医療が提供
されていくための施策を改定の中で
議論していただけないか、と思って
います。
　４月８日の中医協でも、残薬問題
が取り上げられました。診療側から
長期処方がその原因として指摘され
ましたが、それだけではないと思い
ます。過剰に処方されているのでは
ないのか。かかりつけ医がいても、
他の医師の処方には口を出さないと
いう不文律があるのではないか。逆
に、患者が服用していないという事
実を処方医はどう考えるのか。個々

の医師がそれぞれの疾患に対し処方
しているだけで、誰もトータルで
チェックしていないのが現状ではな
いかと思わざるをえません。
　長期処方は多忙な医師の負担軽減
という意味もあって拡がりました
が、この間の服薬管理は薬剤師が行
うべきだと思います。そう考えると、
薬局への報酬も、処方箋１枚当たり
ではなく、患者１人当たりで考える
べきではないか、とも思います。
　患者が薬について何でも相談でき
る、かかりつけ薬局・かかりつけ薬
剤師が、患者１人１人の薬について
責任をもつことが重要だと思いま
す。医療についてはかかりつけ医、
薬についてはかかりつけ薬剤師とい
う形を創ることが、地域包括ケアの
理想形だと思います。しかし、その
理想といまの薬局のあり方にはあま
りに格差があります。薬剤師が自ら
どう変わろうとしているのか、とい
うことを是非議論していただきたい
と思います。

ずです。もっと頑張ってほしいです
ね。
　今年度から地域医療構想の策定も
スタートしますが、薬局そのものが
どういう位置づけになるのか、薬剤
師自身が考えていかないといけませ
んね。
武田　医薬分業という言葉自体をそ
ろそろ見直した方がよいのかもしれ

会生活をサポートする観点から考え
ると、決してツールは薬だけではあ
りません。
　栄養士を採用する薬局も増加して
きていますが、食事による疾病予防、
改善効果も報告されてきており、地
域住民の健康を食からサポートする
ことは重要な観点だと思います。そ
ういう意味では、調剤薬局ができる

ことはまだたくさんあると思いま
す。是非薬局が担える新サービスの
観点からも議論してほしいと思いま
す。
宮田　在宅医療、介護の観点から言
えば、コンビニや百貨店、スーパー
などもビジネスに乗り出してきてい
ます。医療の専門家である薬剤師が
いる薬局は、本来であれば有利なは

　フレイルという言葉を聞いたことがあるだろうか。虚弱を意味する“Frailty（＝虚弱）”が語源で、日本老年医学
会が2014年提唱した概念だ。加齢にともなう筋力の低下などの身体的な問題に加え、認知機能障害やうつなどの精
神・心理的問題、独居や経済的困窮などを含む虚弱の概念だ。75歳以上の高齢者では、フレイルを経て、徐々に寝
たきり、要介護に陥るケースも増加している。一方で、改善に向けて、栄養療法、運動療法、社会参加による効果も
見え始めた。超高齢化社会の中で、健康寿命を延伸するためにも、フレイル対策は避けて通れない。高齢者の“食べ
る力”を向上させる取り組みの重要性は今後増すこととなりそうだ。

高齢者の“食べる力”向上の意味
フレイル、サルコペニア予防が健康寿命の延長にTo

pic
s

虚弱度

健康 虚弱
（フレイル）

身体機能障害
（要介護）
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　フレイルという言葉を聞いたことがあるだろうか。虚弱を意味する“Frailty（＝虚弱）”が語源で、日本老年医学
会が2014年提唱した概念だ。加齢にともなう筋力の低下などの身体的な問題に加え、認知機能障害やうつなどの精
神・心理的問題、独居や経済的困窮などを含む虚弱の概念だ。75歳以上の高齢者では、フレイルを経て、徐々に寝
たきり、要介護に陥るケースも増加している。一方で、改善に向けて、栄養療法、運動療法、社会参加による効果も
見え始めた。超高齢化社会の中で、健康寿命を延伸するためにも、フレイル対策は避けて通れない。高齢者の“食べ
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高齢者の“食べる力”向上の意味
フレイル、サルコペニア予防が健康寿命の延長にTo

pic
s

虚弱度

健康 虚弱
（フレイル）

身体機能障害
（要介護）
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宮田　臨床研究を考えたときに、誰
が主体となって進めていくかもひと
つの課題です。医師主導、アカデミ
ア主導で臨床研究に取り組もうとい
う機運は高まっていると感じます。
ただ、臨床研究のプロトコル作成な
どは、製薬企業が主体となって進め
るものだと捉えられがちです。
　これに対し、欧米では、あくまで
主体は、医師や薬剤師など医療従事
者で、治験薬の提供など製薬企業に
担ってもらう役割は契約を通じて明
確にしています。プロトコルの作成
も薬剤師が行うケースも数多くあり
ます。実際、米国では小児領域の適
応外薬解消に向けた臨床研究が、病
院薬剤師主導で進められているのを
目にしました。薬の専門家として、
医師ではなかなか手の届かない役割
を担っています。
武田　臨床研究にかかわる人材確保
のための補助としては、臨床研究中
核病院への補助金などがあります。
ただ、正規雇用がしづらいという現
実があります。
　臨床研究だけでなく、医療機関で
の人材不足は深刻です。医療機関へ
のインセンティブである診療報酬
は、医療行為に応じた出来高払いと

ビッグデータが研究開発を変える
臨床データ　基礎研究へのフィードバックを
　医療ICTを基盤としたビッグデータの活用に注目が集まっている。経済財政諮問会議の厚労省案にも、医療情報
ネットワークの全国への普及・展開や電子カルテの導入が盛り込まれたほか、政府の産業競争力会議が策定を進め
る「日本再興戦略」でも医療ICTの徹底は柱の一つとされている。こうした中で、製薬企業も集積されたデータを
活用し、製薬企業の使命でもある革新的新薬の創出に結び付けることが求められている。国立研究開発法人日本医
療研究開発機構（AMED）も発足し、基礎研究から臨床研究、そして臨床現場へとシームレスな連携構築も視野に
入ってきた。ビッグデータが日本の研究開発を変える時代にいま、入ろうとしている。（望月 英梨）
（対談は、４月14日、都内で実施。６月15日時点の状況を踏まえて加筆しています）

の処方感もできあがってきます。
　製薬企業は承認を得るための治験
に注力する一方で、実臨床のデータ
や臨床医のニーズを吸い上げる力が
弱いのではないかと感じています。
実際、市販後調査の結果でも併用薬
による有効性・安全性の違いなどの
データは、製薬企業にも行政にも蓄
積されていないのが現状です。
　ビッグデータの活用で、臨床実態
を何らかの形で吸い上げ、意味のあ
るデータ構築、創薬へつながること
に期待しています。経済財政諮問会
議でも、厚労省として情報連携のた
めのICT基盤の構築を提案していま
す。

官民対話の活用で議論を深めて
新薬創出実現を
宮田　製薬企業は、臨床研究を通じ
て得られたデータをどう活用する
か、どう次の創薬につなげていく
か、を考えるべきですね。産官学の
関係者が一堂に集う官民対話などを
通じ、議論を進めることも重要だと
感じています。
武田　米国・ニューヨークでは、
NYU（ニューヨークユニバーシ
ティー）メディカルセンターのそば
にファイザーなどが入る臨床研究拠
点が築かれています。ファイザーの
研究所は、もともとニューヨークに
あり、一度郊外に移転したのです
が、大学病院との共同研究部門が再
移転したと言う経緯があります。新
薬開発には、病院との対話を重ねる
ことが重要であるためだと聞いてい
ます。日本も早くそういう方向に発
想を切り替えないといけないのでは
ないかと思います。

診療報酬・薬価の議論で医療機関、
企業評価の反映も視野

宮田 俊男 氏
日本医療政策機構
エグゼクティブディレクター
内閣官房健康・医療戦略室  戦略推進補佐官

武田 俊彦 氏
厚生労働省
大臣官房審議官（医療保険担当）

写真：坂本 文明

なっています。この際、少し発想を
変えて病院全体の機能を評価する方
向へとシフトすることも必要なので
はないかと考えています。
　同様に薬価についても、個別の銘
柄だけでなく、企業全体の取り組み
を評価し、加減算するような観点を
組み入れることも必要ではないかと
考えています。
　DPCの機能評価係数など、すで
に機能を評価する取り組みは始まっ
ています。病院側、製薬業界側から
こうした機能の話がでてくれば、限
られた財源の中で、国としてどう評
価すべきか。関係者が一堂に集う中
医協などの場で議論することになり
ます。
宮田　医療現場サイドと製薬企業サ
イドが皆集まって役割分担を同じ方
向を向いて決めた上で、国がどこを
補うかということを建設的に議論す
ることが必要ですね。
武田　病院も企業も、我々行政サイ
ドも資源は有限です。機能の取捨選
択を行うことも重要です。我々ばか
りではできませんので、製薬業界、
医療界をあげてこうした要望を出し
てほしいと思います。（了）

特別対談　医薬品産業の明日を語る 後編

宮田　AMEDも今年４月に発足し、
今後基礎研究から臨床研究への橋渡
しも強化されることが期待されてい
ます。国内の研究開発における課題
は、製薬企業が新薬創出だけに注力
し、新薬を生み出したところで研究
がストップしてしまうことだと考え
ています。
　研究が終わった先には、実臨床で
薬剤の安全性・有効性データを集積
する“いわば育薬”のステージがあ
ります。このステージでは、かかり
つけ医、かかりつけ薬剤師、訪問看

護師、さらには地域住民を巻き込
み、実臨床下でのエビデンスを構築
することが重要です。こうして得ら
れたビッグデータをさらに、次の創
薬に活かす。基礎研究から臨床研
究、実臨床、そしてまた基礎研究へ
とフィードバックされるようなサイ
クルモデルを構築することが重要だ
と思います。
　ビッグデータの活用で、疾患情報
を集積し、基礎研究や治験の効率的
実施へとつなげることも可能になり
ます。こうした環境整備が進むこと

で、実臨床で有用性が認められない
医薬品が自然と淘汰されるような形
になれば、イノベーションとマーケ
ティングが好循環を起こすモデルと
なるのではないかと思います。
武田　ご指摘の通り、臨床情報の
ビッグデータの活用はひとつのカギ
を握ると思います。臨床現場で集積
されるデータには、治験のようなエ
ビデンスレベルの高さなどはありま
せん。逆に、高齢者や合併症のある
患者などが含まれていますが、こう
した臨床経験の積み重ねで、臨床医
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•ミクス電子ブックをご利用いただく準備をお願いします。電子ブック閲覧アプリ「ActiBook」のインストール方法は以下の２通りです。

＊「ActiBook」はスターティアラボ株式会社が提
供している電子ブック閲覧アプリ（無料）です。
＊アプリのインストールおよび本サービスにかか
るパケット通信料はお客様のご負担となります。

タブレット/スマホでの利用方法

編集部からのお知らせ

ミクス電子ブック
～タブレットでも、スマホでも　1人1冊のミクス～

まず、電子ブック閲覧アプリ「ActiBook」を、ご利用のデバイスにインストール！　　1

•ご利用されるデバイスでミクスOnlineにログインしてください。ログイン後、以下の手順でクリックしてください。

Monthlyミクスをデバイスにダウンロード！（毎月１日に最新号をアップします）2

<スマートデバイス（iPad/iPhone、Android端末、Windows Tab）でご利用の場合>
•電子ブック閲覧アプリ「ActiBook」（無料）を用いて閲覧いただきます

<パソコンでご利用の場合>
•Adobe Flash Player（無料）を用いて閲覧いただきます

＊ミクス電子ブックは、ミクスOnlineプレミア会員またはサイトライセンス企業ユーザー限定でご利用いただけます
  お問い合わせはこちら　mixonline-support@elsevier.com

（参考）
PC版はここをクリック

クリッククリック 3

2クリッククリック
読みたい号を読みたい号を

•閲覧アプリ「ActiBook」が起動し、ミクスが本棚に
ダウンロードされます。（一冊あたり約80MB）

•複数ダウンロードしても、ここに表示されます。

クリッククリック
どちらでもOK

1

本棚のミクスをクリックすると、
雑誌と同じイメージで読めます。
様々な機能をぜひ、お試しください！

Monthlyミクスだけでなく、増刊号もダウロードできます！

クリッククリック 3クリッククリック 3

（参考）
2014年1月号～
最新号を用意しました
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例）Monthlyミクス４月号ダウンロード 例）増刊号「外資製薬企業ファイル」ダウンロード
アプリを取得

ミクスOnline内からアプリを取得。
以下のURLにアクセスしてください。

https://mixonline.jp/tabid/331/Default.aspx

方法
1

方法
2

　　　　　　　　　　　　　　　　の
各ストアで「actibook」もしくは
「アクティブック」と検索

クリッククリック
読みたい号を読みたい号を

21クリッククリック
読みたい雑誌を読みたい雑誌を
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日本医療政策機構エグゼクティブディレクター
（内閣官房健康・医療戦略室 医療研究開発等
戦略推進補佐官）

（著）宮田俊男

製薬企業クライシス
－生き残りをかけた成長戦略－

2025年への挑戦

序　論：2025年の医薬品産業はこうなる

第1章：10年後の革新的新薬・
　　　　　　創薬スタイルの絵を描く

第2章：医療システムが与える変化　

第3章：製薬ビジネスの未来図

※各章に宮田氏と各界キーパーソンとの
　エキサイティングな対談を掲載!

製薬企業クライシス
－生き残りをかけた成長戦略－

宮田俊男
Toshio Miyata

2025年への挑戦

本書の内容

好評
発売中

〒106-0044 東京都港区東麻布1-9-15 東麻布１丁目ビル2F
お求めは最寄りの書店または
弊社ホームページまでお願いいたします。
URL　https://www.elsevierjapan.com

株式会社
お問い合わせ先

※別途送料が発生します価格：2,700円＋税

注目の著者が、政府の成長戦略
「アベノミクス第３の矢」に込められた
製薬産業の活性化策を
初めて成書で詳述。
医薬品ビジネスが変革期に突入した今、
生き残る製薬企業の新法則を明かす。

日本医学会長 髙久史麿 先生
神奈川県知事 黒岩祐治 先生


